
　平成１８年度は、上九一色村南部との合併後の最初の通年

予算となりましたが、町区域の拡大、人口の増加による財政

需要の増加を最小限に抑えることで合併のメリットを活かす

ことができました。人件費や物件費の削減とともに自主財源

の確保に努め合併後の財政基盤を強化することができまし

た。

　歳出の削減に努めながらも、児童手当の拡充への対応や

まちづくり交付金事業等を活用し将来に向けての基盤整備

事業も積極的に展開することができました。

「町の台所事情」「町の台所事情」特集
平成１８年度一般会計決算報告

歳 入 総 額　１１７億５，２８１万５，０５３円

　　　　　　　　　　　（前年比　３．２％減）

歳 出 総 額　１１３億３，９１７万８，１５９円

　　　　　　　　　　　（前年度　４．３％減）

収支差引額 　　４億１，３６３万６，８９４円

　　　　　　　　　　　（前年度　４２．６％増）

町民一人あたりの支出と負担

◇使われた金額　４４３,４５６円 (前年比 ４７,７４８円減)

　歳　　入　　１１７億５，２８１万５，０５３円

◇納めた金額 (町税)１５１,５９３円 (前年比 ８,３５２円増)
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⑧商工費

⑨諸支出金

⑩農林水産業費

⑪議会費

固
定
資
産
税

町
民
税

町
た
ば
こ
税

入
湯
税

軽
自
動
車
税

遊
漁
税

９０,０００

８０,０００

７０,０００

６０,０００

５０,０００

４０,０００

３０,０００

２０,０００

１０,０００

０

　歳　　出　　１１３億３，９１７万８，１５９円
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４１９,９６０,９０４２８９,７７５,０３６
２９０,１２６,３３０
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(単位:円)
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　合併特例債は、後年度において元利償還金の７０％が普通地方交付税に算入

されることから、非常に有利な起債となっています。また国、県からの補助金を

組み合わせることにより、更に有効に活用できるものであります。実例をいくつ

か挙げてご説明しますと、

建設施設名 事 業 費 国・県補助金 特 例 債 一 般 財 源 町 負 担 率

１，２７０百万

２８３百万

５９８百万

５０６百万

０

２５２百万

７２５百万

２６９百万

３２９百万

３９百万

１４百万

１７百万

２０．２％

３３．５％

１９．３％生涯学習館

健康指導センター

西湖いやしの里

等となっています。

※経常収支比率

　財政構造の弾力性を示す数値であり低い方が財政の弾力性があるといえます。

　山梨県内市町村の平成17年度の平均値は82.6％となっています。

※合併特例債

　合併市町村がまちづくり推進のため新町建設計画に基づいておこなう事業や基金

　の積立に要する経費について、合併年度及びこれに続く10年間に限りその財源と　

して借り入れることのできる地方債のことをいいます。事業費の95％に充当し、元　

利償還金の70％が普通交付税によって措置されます。

※まちづくり交付金事業

　地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした地域主

　導の個性あるまちづくりを実施し、全国の都市の再生を

　効率的に推進することにより、地域住民の生活の質の向

　上と地域経済・社会の活性化を図るため、平成16年度に

　創設された国の交付金制度で5年間で実施することとな

　っています。本町では、平成16年度から河口湖南部地区、

　17年度から船津地区、西湖地区、19年度から河口湖北岸

　地区、精進湖・本栖湖地区で事業を進めています。



町の財政状況について

　９月１１日に行われた町議会の一般質問において、町の財政状況について質問がありました。この

質問とそれに対する町長の答弁の概要をお知らせすることにより、合併からの町財政の状況につい

てお知らせします。

　合併以来、町の財政指標がどのように推移しているのか、

また、今後の財政の展望について伺います。

　自治体の基本的な財政需要額に対する基本的な収入額の割合を示す財政力指

数は、合併前の旧勝山村が0.351、旧足和田村が0.196等となっていたが、合併後

は常に上昇しており平成１９年度は0.768となっていて、県内市町村では上位７

位となっています。

　これにつきましては、６月に行われた合併関係事業に係る会計検査院の検査に

おいても、検査官から財政基盤の強化について賞賛されたところです。

　また、自治体の財政の健全化を示す経常収支比率（※）は、平成１７年度77.3％

で県内市町村上位６位となっていましたが、平成１８年度74.6％と改善され更

に上位に位置するものと思われます。

　この経常収支比率は、山梨県においては88.9％、県内の市のほとんどが80％台

となっているところです。

　今後は、団塊の世代の退職者の増加により人件費の節減を図り、一次合併から

１０年後の平成２５年度までに約４億円の減額が見込めることから、更に経常

収支比率は改善される見込みとなっています。

　町民の一部から合併特例債（※）による大型プロジェクトの実施など、起債発行額の

増大等を不安に感じていることを聞き及んでいます。現在の執行状況、今後の推移等

について伺います。

　現在進行している事業については、合併協議会が定めた新町建設計画に基づ

くものであり、合併に際しての住民との約束事であります。合併特例事業によっ

て旧町村間の格差を補完し、地域特性を活かした新しいまちづくりを行なって

いるところです。

　まちづくりの基本理念として環境・教育・景観・健康づくり・文化力を中心とし、

“住みよいまち”“魅力あるまち”“満足度の高いまち”を目標としたまちづくりを

進めています。このような事業の財源として、国からのまちづくり交付金（※）や

合併後１０年間発行できる合併特例債を活用しているところです。

　合併特例債は、９５億円の総額の内５５億７千万円を発行し、５８．６％とな

っており、発行のピークは平成２０年度を見込んでいます。

　こうした事業の進展により行政サービスの向上と産業振興が図られています。

観光振興・大学誘致・定住、移住促進・企業誘致等に成果が見られ人口の増加や税

収の確保に結びついているところであり、税収の増加はこの20年間で1.7倍とな

っているところであります。

～９月定例町議会一般質問より～

質問

質問

町長

町長



平成１８年度特別会計決算状況

自主財源比率について

町債残高について

基金の状況について

（単位：円）

（単位：百万円）

（単位：千円）

（単位：円）

船 津 財 産 区

小 立 財 産 区

大 石 財 産 区

河 口 財 産 区

西深沢財産区

勝 山 財 産 区

長 浜 財 産 区

西 湖 財 産 区

青木ケ原財産区

大 嵐 財 産 区

精 進 財 産 区

本 栖 財 産 区

富士ケ嶺財産区

大室山財産区

河口湖治水事業

小立簡易郵便局

国民健康保険

４１４,０３７,９３７

５６２,９９２,５２３

３５,３７１,１７７

９４,９３４,４００

４,５０１,８４９

９５,８６８,１２４

２,３３８,１５７

１４,９９３,８９２

７４５,４２６

２０,６６４,９２４

１,１３０,０００

５５０,０００

６０４,５００

１,７７２,２７６

５０,６９４,５１４

８,７５５,９０２

２,４４５,５９３,１７２

７６,６９７,０７３

１０８,００５,２６３

５,７５６,８０１

１１,９７１,９８３

２,１２５,６４６

６８,１４５,２４５

２,１６４,０６５

７,４７５,８８７

６７７,０９９

１６,７１７,８９４

５１１,４００

３７１,０００

６１,４５０

１,４１０,５７９

１５,２３９,８５１

５,４０９,６３６

２,４２４,７９３,３７５

老 人 保 健

介 護 保 険

居宅介護支援事業

船津公園墓地

小立公園墓地

勝 山 墓 地

大石簡易水道

河口簡易水道

足和田簡易水道

精進居村簡易水道

精進青木ケ原簡易水道

本栖簡易水道

富士ケ嶺簡易水道

下 水 道 事 業

精進特環下水道事業

本栖下水道事業

温 泉 事 業

１,７６９,９９５,８０６

１,０７０,９２８,０１７

２９,９０７,６９６

１３,００３,０７２

１４,２４９,５４５

２,６３８,２１９

６８,５８３,４９７

４９,３３５,１５０

７１,５９８,２２３

６,６３２,８８６

６,３４２,６９３

５,１５８,０４７

６０,０３８,７０９

１,６４３,９０８,０４５

５７,０５０,３５９

１３,３７１,８２７

５７,８４１,１８９

１,７６４,８６２,２７１

１,０２２,５１２,８９６

２６,７１０,２５５

１０,９２７,１３２

６,０６６,７７４

３２９,５３７

５７,６１１,３８９

３６,１７８,０５９

６１,９４９,６２１

５,０５７,４２２

４,７６６,２８９

３,１７０,１３５

４７,１６９,６６３

１,４６８,７２１,８８６

５５,０９３,３９３

１１,５９４,９６３

５５,６０３,０８９

会 計 別 歳入総額 歳出総額 会 計 別 歳入総額 歳出総額

※自主財源とは、町税・分担金負担金・使用料手数料・財産収入・寄付金・繰入金・繰越金・諸収入の合計をいう。
※その他の財源は、地方交付税・町債・各種交付金・国庫支出金・県支出金・地方贈与税などの合計。

平成１８年度末の町債の残高は、１４５億４千万円となっています。町債の発行に際しては、後年度に地方交付税措置のある
町債を優先的に選択して利用しているため、町債の残高に対する地方交付税措置分は、８３億７,２００万円が見込まれます。
残りの６１億６,８００万円を町の自己財源で返済することとなり町民一人当たりの負担額は２４０,０００円となります。

平成１７年度 ４１．７％

４３．９％平成１８年度

１２１億３,６００万

１１７億５,２８２万

５０億５,５７０万

５１億５,６８０万

歳入合計 自主財源合計 自主財源比率

７０% 

１００% 

２０%～８０% 

区　　分

基 金 名 平成１７年度末残高 平成１８年度末残高 １８年度中増減額 備　　　　　考

平成１８年度末
現在高

地方交付税
措置分

一般財源
(町負担分)

交付税
措置率

合併特例事業債 ３,７７７

８２１,３４３

４０２,８５１

１,４１１,３４４

１０９,４６５

２,７４５,００３

８２９,４４３

４６４,９００

１,６１６,１２６

８８,４４４

２,９９８,９１３

８,１００

６２,０４９

２０４,７８２

△２１,０２１

２５３,９１０

３,４６７

５,５１３

１,７８３

１４,５４０

２,６４４

３,４６７

２,２６１

０

８,３７２

１,１３３

０

３,２５２

１,７８３

６,１６８

臨時財政対策債等

他の交付税措置起債

その他

合　計

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

土地開発基金

町財源の不足調整に備える基金

起債の償還に備える基金

特定の目的のために備える基金

土地の取得のために備える基金

合　計


